別記第１号様式（第７条関係）
番　　　　　　　　　号
　令和　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請団体の名称及び代表者の氏名　　　


にいがた経済好循環推進事業補助金交付申請書

　標記の補助金に係る事業を下記のとおり行いたいので、にいがた経済好循環推進事業補助金交付要綱第７条の規定により補助金の交付を申請します。

記


１　補助事業の内容
別記第２号様式（事業計画書）のとおり

２　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　補助事業完了予定期日　　　　令和　　年　　月　　日


　（注）金額は、消費税抜きで記載してください。
　

別記第２号様式（第７条関係）
　　
にいがた経済好循環推進事業補助金
事業計画書

１　申請者の概要
	団体名：　

	【代表者】
所属団体（企業）名：
役職・氏名：

	所在地：（〒  　　　－　　　    ）


※通知等の郵送先となります。確実に配達を行うため、宛先が代表団体（企業）等の場合は「（株）●●●●内」、代表者の場合は「◆◆◆◆様方」なども含めて記載して下さい。

	設立（予定）年月
	　　　　年　　　　月

	【担当者】
所属団体（企業）名：
役職・氏名：　

	電話番号：
	FAX番号：

	E-mail：

	県民からの問い合わせに対応可能な連絡先情報（採択となった際、県ホームページ等で公表することがあります）
	電話番号：

	
	ホームページURL：

	申請団体の活動内容（過去の活動実績など）
	























２　事業の概要　※全て記載必須の項目です。
	１　事業名
	



	２　課題と現状
	1 事業実施にあたり設定した、「地域経済の活性化に向けた課題」を記載してください。



	
	2 上記の課題の現状について記載してください。









	３　事業目的
・内容
	1 実施予定日

	現在の状況
決定済・予定


	
	2 実施予定会場

	現在の状況
決定済・予定


	
	3 事業目的






	
	4 事業内容の詳細



























	
	5 上記事業内容を150文字程度で簡潔にまとめ、記載してください。（採択となった際、内容を変えない程度に加工し、県ホームページ等で公表することがあります。）





※記載例※（いつ、どこで、どんなことをするのかが分かるよう記載）
１月の３連休、〇〇を会場に県内有名ラーメン店10店舗が集結したラーメンイベントを開催。新潟県産の食材を使用した、イベント限定のオリジナルラーメンを提供。飲食チケット購入者には、後日各店舗で利用でき餃子半額券を配布。さらに、チケットの半券を近隣の○○商店街の指定店舗で提示すると３％の割引が受けられます。（150文字）




	４　事業の実施
効果
	1 事業実施により期待される効果を記載してください。
※見本市や展示会の場合は成約額目標等も必ず記載してください。
※採択となった際は、実績報告において記載する項目となります。
	[bookmark: _Hlk191048810]ア　売上目標・成約額目標等（常設店舗等については売上増加目標）
　※出店者の売上など、事業に直接関連するもの
	　　円　　　

	1 
	（内訳）


	イ　ア以外で見込まれる地域全体に広がる事業効果
(例)近隣店舗の売上増加額、イベント参加後の宿泊費・消費額など
	円　　　

	2 
	（内訳）


	ウ　集客(参加者数)目標
	人　　　




	
	②　県内事業者への発注及び県産品活用の考え方について記載してくだ
さい。（県外事業者への発注や県産品以外を活用する場合は、その理
由も記載してください。）






	５　売上額増加に向けた工夫
	①本事業における主な顧客（ターゲット）を記載してください。




	
	②事業実施にあたり、売上額（成約額）を増加させるため工夫した点について具体的に記載してください。





	６　事業効果を地域全体に広げるための工夫
	以下の①、②は、事業効果を地域全体に広げるため、通常の活動や過去のイベント等と比較して工夫した点について記載してください。

	
	①地域経済を循環させる仕組みや、事業効果を長く持続させるための工夫について記載してください。









	
	②異業種を含めた地域の多くの事業者と連携する仕組みや工夫について記載してください。





	


７　実施体制

（申請団体が協同組合や商工団体等の場合）

構成員には、申請団体のほか、事業の計画・実施に関わる事業者も含めて記載してください。

	申請団体を構成する事業者名、実施体制、実施機関（委託先、外注先を含む。）を具体的に記載してください。
１．申請団体の構成員　※全て記載（数が多い場合は別紙での提出も可能）
	団体（企業）名
	主な役割
	ﾊﾟｰﾄﾅｰ宣言登録有無

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



※パートナーシップ構築宣言登録事業者が半数未満の場合、申請できません。

パートナーシップ構築宣言：サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等
を越えた新たな連携等について企業の代表者の名前で宣言し、ポータルサイト（https://www.biz-partnership.jp/）に掲載しているもの

２．主な委託・外注予定先
	団体（企業）名
	発注予定内容

	
	

	
	

	
	

	
	


３．上記以外の連携先など　※商工団体・市町村等と連携する場合は記載
	団体名
	主な役割

	
	

	
	




	８　市町村との連携
	広報・周知・後援・共催など市町村から協力を受ける内容、事前協議の状況を記載してください。（今後の予定を含めて記載して下さい）



【商工団体記載欄(商工団体名・担当者名は必ず記載してください)】
	　　　　　　　　　　　　　商工会議所・商工会
	担当者名：

	※申請団体に対して助言や提案等を行った場合、その内容を簡潔に記載してください。



（注）本表に記載の金額は、「消費税」欄以外全て「税抜」としてください。

３　事業収支予算書
（１）申請団体による消費税申告の有無（いずれかに○を付けてください）
　　　あり　　・　　なし

（２）資金調達内訳　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：円）
	
	補助事業に要する経費

	自己資金（借入金、構成事業者の負担金を含む）
	

	本補助金（（４）で算出した交付申請額）
	

	イベント収入（来場者収入、協賛金など）
	Ａ

	イベント収入に係る消費税（税申告しない団体のみ記載してください）
	Ｂ

	合　計
	Ｃ　　　




※イベント収入(Ａ)の内訳（適宜、行追加や削除を行ってください）
	チケット収入
	

	協賛金
	

	出店料
	

	
	

	合計
	



（３）資金支出内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：円）
	経費区分
	経費内訳
	補助事業に要する経費（補助対象外経費を含む総事業費）
Ｄ
	補助対象経費
	Ｄのうち
県内発注額
又は県産品
活用額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	小　　計
	
	
	

	上記に係る消費税
（税申告しない団体のみ記載してくだい）
	
	
	

	合　　計
	Ｅ　
	Ｆ
	


※適宜、行追加や削除を行ってください。
※必ずＣ＝Ｅ（収入＝支出）となるように記載してください。



（４）交付申請額　
　　　下記①、②、③のうち最も低い額（千円未満切捨）：　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　（円、小数点以下切捨）
	①　Ｅ－Ａ－Ｂ
	　　　　　　　　　　円

	②　Ｆ×１／２　
	　　　　　　　　　　円

	③　補助上限額
	1,500,000円
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